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見えざる資産、知的資産を活用した経営 

兼次経営情報 兼次 日出男 

（中小企業診断士） 

 

 ここ数年、企業価値を生む源泉として、「知的資産」が注目されています。知

的資産とは、「見えざる資産」ともいわれ、工場や設備といった有形の資産で

はなく、人材や技術力、ブランド力、製品開発力、組織力といった無形の経営

資源のことです。ヒト・モノ・カネといった経営資源が乏しい中小企業にとっ

て、今日の厳しい経営環境に対応していくためには、これらの知的資産を有効

に戦略的に経営に活用することが益々重要なこととなっています。 

 このレポートは、中小企業が企業価値を高めるための「知的資産経営」の取

り組みについて紹介すると共に、「知的資産経営報告書」の作成に取り組んだ

沖縄県の中小企業の事例を紹介します。 

 

１．知的資産とは                               

 知的資産とは、資本金や従業員数、あるいは財務諸表に表れる商品、土地、

建物、設備などの数値で表れる目に見える資産とは違い、企業のバランスシー

ト（貸借対照表）には記載されてない資産であり、これが「見えざる資産」と

呼ばれているゆえんです。「従来のバランスシート上に記載されている資産以

外の無形の資産であり、企業における競争力の源泉である、人材、技術、技能、

知的財産（特許・ブランド等）、組織力、顧客とのネットワーク等、財務諸表

には表れてこない目に見えにくい経営資源の総称（出典：（独）中小企業基盤

整備機構「中小企業のための知的資産経営マニュアル」）」を指しています。 

 知的資産は、企業の競争力の源泉として捉えられており、目に見える資産や

強みは氷山の一角であり、目に見えにくい「無形の資産」が企業の本当の強み

であると考えられます。また、知的資産は、企業経営全般にわたり使われてい

る経営資源のことですので、知的資産の活用なしでは企業経営は成り立ちない

ものですが、「見えざる資産」であることから、自社の知的資産を正しく認識・

評価して、これを「見える化」して活用する取り組みが求められます。 

 

■図表１：知的資産のイメージ 

 （出典：（独）中小企業基盤整備機構 

「中小企業のための知的資産経営マニ

ュアル」） 
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 特許や商標権のように「知的財産権」は広く知られていますが、「知的資産」

の考え方については、まだ十分には知られていないのが現状です。ですから、

「知的財産」と「知的資産」が混同されることもあって、知的資産は中小企業

とは無縁なものと思われている経営者も多いと思われます。知的資産は、法的

に登録された知的財産権だけではなく、ブランドや営業秘密などの知的財産、

人的資産や経営理念、顧客とのネットワークなどの知的資産を包容したより幅

広い範囲の資産です。従って、全ての中小企業に内存する無形の自社の強みと

考えることができます。 

■図表２：知的資産の考え方（範囲） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：（独）中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産経営マニュ

アル」）」 

 

２．知的資産経営とは                           

 知的資産経営とは、人材や技術・ノウハウ、製品開発力、販売力、あるいは

組織としての学習能力や企画力などの強み、またこうした個々の強みをマネジ

メントする力、さらにはそうした一連の企業活動の基本となる経営理念など、

企業が有する様々な知的資産を把握し強化して経営に活用することによって、

業績の向上や企業価値の向上につなげていくものです。 

 近年、知的資産経営が重要視されてきた背景には、企業の競争力の源泉が、

設備や土地などのハードな資産から、ＩＴ化の進展やグローバルな競争の激化、
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成熟社会への移行、顧客ニーズの多様化などによりブランド力や人材などのソ

フトの資産、すなわち知的資産に変化してきたことが上げられます。企業経営

を巡るこのようなソフト化の流れをなかでは、オリジナリティや独創性の高い

技術力や製品開発力、あるいは企画力やマーケティング力などの知的資産が競

争力の中核となり、差別性を持たない横並びの経営は業績を伸ばすことが困難

な状況になります。 

 こうしたなかで、中小企業にとっても、生き残りをかけ、差別化による競争

優位の源泉を確保することが必要ですが、特別に大きなコストをかけなくとも、

自社のなかにある知的資産を活用することによって他社との差別化を実現する

ことができます。むしろ、持たざる者の強みを活かすことができる中小企業こ

そが知的資産経営を実践することが重要となっているといえます。 

 

■ 図表３：知的資産経営が注目されている背景 

 

 

 

知識社会への移行とも言える変化が始まってきている中、これまでに 

培ってきた無形資産を武器に自らの強みを活かして他社との差別化を図 

っていくことが、これからの中小企業の経営には求められている。 

  （出典：（独）中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産経営マニ

ュアル」）」 

 

３．知的資産経営の進め方                         

 知的資産経営の進め方については、前出の「中小企業のための知的資産経営

マニュアル」等に詳しく記載されていますが、進め方のポイントについて紹介

します。 
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■図表４：知的資産経営の進め方 

 

（出典：（独）中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産経営マニュ

アル」）、一部修正」 

 

① ステップ１：自社の知的資産を棚卸して、強みを認識し掘り下げていく。            

 

知的資産経営を進めていくためには、幅広い知的資産の範囲を明確に理解し

た上で、まずは自社の持つ知的資産を棚卸し、自社の強みとしての知的資産を

しっかりと認識することが出発点となります。 

 しかし、「あなたの企業の強みは？」と聞かれ、即座に答えられる中小企業

の経営者はそれほど多くはないのではないでしょうか。ましてや「他社とはど

う違うのか」、さらには「なぜその強みが生まれたのか」など、自社の強みに

ついて掘り下げた認識を持っている経営者は少ないと思われます。 

こうした「強み」の掘り下げた認識には、ＳＷＯＴ分析などの経営手法を用

いることが有効です。 
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●ＳＷＯＴ分析 

 ＳＷＯＴ分析とは、自社の経営環境を内部環境と外部環境に分けて分析する

経営手法で、内部環境分析により自社が保有する「強み」（Ｓｔｒｅｎｇｔｈ）

と「弱み」（Ｗｅａｋｎｅｓｓ）を分析し、外部環境分析により企業経営環境

として追い風となる「機会」（Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ）と向かい風となる「脅

威」（Ｔｈｒｅａｔ）を分析します。これにより、自社のどのような「強み」

が知的資産として蓄積されているかを認識します。また、「弱み」の認識によ

り、将来の事業展開に向けて、どのような知的資産を獲得・強化していくべき

かを明らかにします。さらに、「機会」を取り込むために「強み」である知的

資産をどのように活用して今後の事業展開につなげていくかを考えていきます。

あるいは、「脅威」を回避するために「強み」を活かす方法を検討することも

考えられます。 

 

■図表５：ＳＷＯＴ分析表 

 

●「人的資産」「構造資産」「関係資産」の分類による知的資産の整理・把握 

 ヨーロッパの研究機関などで成る「ＭＥＲＩＴＵＭプロジェクト」では、知

的資産を「人的資産」「構造資産」「関係資産」に分類しています。この分類

に基づき、知的資産を整理・把握することができます。 

 

■図表６：「人的資産」「構造資産」「関係資産」 

 

 

出典：（独）中小企業基盤整備機構「事業価値を高める経営レポート作成マニ

ュアル」（古賀智敏『知的資産の会計』Ｐ１０を参考に作成） 
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●業務の流れのなかで他社との差別化を生み出している要因を分析 

 各業務活動が担う役割を分析するなかで、「他社にはない自社の差別性」を

生み出している要因を明らかにすることがポイントになります。 

 

■図表７：バーリュチェーン（価値連鎖）分析（その１） 

 

●製品・サービスが生み出す付加価値の連鎖から分析 

例えば、 

・なぜ、その製品が売れ顧客の信頼を得ているのかと考え、自社の製品が持つ

付加価値、すなわち「強み」を認識します。 

・次に、その製品の「強み」を生み出している自社独自のこだわりの技術・ノ

ウハウについて認識します。また、そのこだわりの技術・ノウハウは、従業員

の有するどのようなスキルや意識の高さなどに依っているのかを考えます。 

・さらに、こうした従業員のスキルの蓄積に対して従業員教育や経営管理のあ

り方はどのように影響しているのかなど、組織としてのマネジメントについて

検討します。（ここでのマネジメントとは、経営管理だけではなくマーケティ

ング、企業風土などの企業経営に関する幅広い内容を含んでいます。従って、

自社のマネジメントに関する多角的な視点からの検討が必要となります。） 

・こうした一連の業務活動の土台となる自社の経営理念や経営方針について、

従業員の仕事への取り組み姿勢や人材育成、組織としてのマネジメントのあり

方などに及ぼす影響について考えます。 

このように業務の連鎖を通して自社の強みを掘り下げて分析していくことに

より、経営者さえも多くの場合はっきりとは自覚してない自社の「見えざる」

「知的資産」の関連が明らかになってきます。 

 

■図表８：バーリュチェーン（価値連鎖）分析（その２） 

 

（図表７，８出典：（独）中小企業基盤整備機構「中小企業のための知的資産

経営マニュアル」） 
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② ステップ２：自社の強みがどのように自社の収益力につながるかを明らか

にする。 

  

自社の強み（知的資産）をしっかりと認識した上で、自社の強み（知的資産）

について過去から現在までを振り返り、それがどのように収益につながってき

たかを整理し、これからの事業展開における強みの活用策を打ち出します。 

・過去から現在までの事業展開のストーリー化 

ＳＷＯＴ分析や業務連鎖の分析などにより認識し掘り下げられた自社の強み

（知的資産）について、過去から現在までの事業展開のなかでどのように蓄積

され活用されてきたかをストーリー化することにより、自社の強みがどのよう

に収益につながってきたのかをまとめます。 

・現在から将来までの事業展開のストーリー化 

これまで蓄積された自社の強みである知的資産を今後、どのように拡充強化

して、将来のビジョンの達成に向けて活用するのか、知的資産を成長のエンジ

ンとした将来の自社の価値創造のストーリー（経営方針）をまとめます。 

 

 

③ ステップ３：経営方針を実現するために、知的資産を測定・評価する管理 

指標を用いて知的資産の「見える化」を図り、マネジメントする。 

 

 財務諸表に表れる資本金や売上高、利益などの財務数値とは違い、知的資産

は、経営者のリーダシップや社員の創造力、技術力など数値では表わしにくい

資産です。従って、この見えざる資産である知的資産を、企業内部では、自社

の強みとして共有化して有効に活用し、企業外部に対しては、その開示を通し

て適正な事業価値として評価してもらうためには、何らかの方法で客観的な測

定・評価が可能となりマネジメントができる状態にする必要があります。つま

り、知的資産の活用状況の「見える化」を行うことによりマネジメントしてい

く必要があるわけですが、そのためには、それぞれの知的資産の活用状況を何

らかの物差しとしての管理指標（ＫＰＩ＝重要業績評価指標：Ｋｅｙ Ｐｅｒ

ｆｏｒｍａｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ）によって数値化して裏付ける必要

があります。特に将来の価値創造に向けた経営方針を実践していくためには、

知的資産の活用状況を客観的に測定・評価するための管理指標を設定して、経

営のマネジメントツールとして運用していくことが重要となります。 

 管理指標（ＫＰＩ）については、「中小企業のための知的資産経営マニュア

ル」でも紹介していますので参考になりますが、その設定に際して重要なこと

は、例えば、「技術者の育成」といった定性的な目標を達成するために「○○
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人が○○の資格を取得する」といった定量的な指標を設定することに留意する

ことです。「顧客満足度の向上」に向けて「新商品開発数」を設定することな

ども同様な例になります。定性的な目標を達成するために可能な限り数値とし

て測定ができて、達成度の評価が可能となる定量的な管理指標（ＫＰＩ）を設

定することが肝要となります。 

 知的資産経営を実践するためには、「見える化」の技術を活かし、知的資産

をマネジメントすることが不可欠です。 

 

④ ステップ４＆ステップ５：知的資産経営報告書をまとめステークホルダー 

へ開示する。 

 

 企業の継続的な発展にとって、企業を支えている従業員や株主、金融機関、

取引先、就職希望者などの企業外部の様々なステークホルダー（利害関係者） 

に対して、企業を知ってもらうことが不可欠となります。そのためには、数値

として表れる財務報告だけではなく、目に見えにくい知的資産を開示し、企業

の真の強みを伝えることが大切となります。 

この見えざる知的資産を報告する方法として活用されているのが「知的資産

報告書」です。知的資産経営報告書を「見える化」の技術により「魅せる」報

告書としてまとめることにより、ステークホルダーに自社の強みと魅力をしっ

かりと伝え、自社の将来性を正しく評価してもらい、ステークホルダーとのコ

ミュニケーシュンツールとして活用します。 

また、知的資産経営報告書の作成の過程で、経営者や従業員が自社の強みや

克服すべき経営課題に気付き、互いの意識の共有化を通して今後の経営改善や

経営方針の策定につなげていくことができることも大きな成果となります。 

知的資産経営を実践は、まず「知的資産経営報告書」を作成することから始

まります。 

 

⑤ ステップ６：知的資産経営を実践する。 

  

将来の企業の価値向上に向けて、知的資産を測定・評価する管理指標を自社

内で共有化して活用し、計画・実践・検証・改善のＰＤＣＡマネジメントサイ

クルを継続的に実践して、知的資産経営を実現していきます。 
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４．知的資産経営報告書を作る                        

 知的資産経営報告書の作成方法については、（独）中小企業基盤整備機構よ

り『中小企業のための知的資産経営マニュアル』等に詳しく説明されており、

その標準的な構成や掲載内容が示されています。企業の知的資産の内容や経営

状況、開示対象によって、それぞれの企業で報告書の内容は異なりますので、

これを参考に取捨選択して自社に合った報告書を作成することが望まれます。 

 

■図表 9：知的資産経営報告書の構成・記載項目例 

中小企業のための 

知的資産経営マニュアル 

事業価値を高める経営レポート 

作成マニュアル 

１．全体像（社長あいさつ、経営哲学、

事業概要、市場環境など） 

２．過去～現在（これまでの事業展開） 

３．自社の優位性（知的資産） 

４．現在～将来（これからの事業展開） 

５．会社案内（企業概要、沿革） 

６．あとがき 

１．企業概要（経営理念、企業概要、

沿革、受賞歴、認証、資格など） 

２．外部環境と自社のポジション 

３．内部環境とビジネスモデル 

４．価値創造のストーリー 

５．今後のビジョン（方針・戦略） 

６．知的資産活用マップ 

（独）中小企業基盤整備機構 （独）中小企業基盤整備機構 

 

 知的資産経営報告書の作成上のポイントは、開示する対象である読み手に向

かって、読み手の視点に立って、読み手が知りたい情報を信頼性のある情報と

していかに伝えていくかという点にあります。せっかくの優れた自社の強みや

魅力があっても、読み手にそれが伝わらなければ開示する意味が損なわれます。 

信頼性を高めるためには、管理指標（ＫＰＩ）などを用いることによって、

自社の強みである知的資産を客観性のある「見える化」の状態にするとともに、

読み手にとって魅力的に伝えるという意味で「魅せる化」に努めることなどが

大切になります。 

「中小企業のための知的資産経営マニュアル」では、報告書の内容の主な検

証のポイントとして、4 つの観点から例示しています。 

・首尾一貫性（全体的な内容にズレが無いかどうかの視点） 

・整合性（各情報間で整合が取れているか、因果関係が読み取れるかどうかの 

視点） 

・網羅性（伝えたい内容・伝えるべき内容が網羅的に記述できているかの視点） 

・信頼性（分析及び報告内容が事実に基づくものであるかの視点） 

また、外部の専門家や関係者などによる内容の検証も推奨しています。 

 「中小企業のための知的資産経営マニュアル」には、知的資産の重要性に気
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付き戦略的に活用している様々な業種の中小企業の取り組み事例が掲載されて

いますので、ぜひ参考にしていただきたいと思います。 

 

５．沖縄県の中小企業の知的資産経営報告書と作成手順の紹介         

 ～平成 21 年度「中小企業魅力発信レポート作成支援事業」の取り組みから～      

 

 平成 21 年度「中小企業魅力発信レポート作成支援事業」に取り組んだ株式会

社開邦工業、株式会社三倉食品の沖縄県の中小企業 2 社の「中小企業魅力発信

レポート」を知的資産経営報告書の事例としてご紹介します。また、2 社の「中

小企業魅力発信レポート」（知的資産経営報告書）の内容に沿って、知的資産

経営報告書の作成手順の例として紹介します。 

 「知的資産経営報告書」の作成は知的資産経営の実践の出発点であり、2 社の

これからの知的資産経営の実践が期待されます。 

 

（出典：（独）中小企業基盤整備機構 「２００９株式会社開邦工業魅力発信

レポート」「２００９株式会社三倉食品魅力発信レポート」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業魅力発信レポート作成支援事業 

 

中小企業魅力発信レポート作成支援事業は、平成 21 年度は全国の２００

社の中小企業を選定して、それぞれの中小企業の「魅力発信レポート」の作

成支援を実施することとなっています。沖縄県では上記 2 社が選定され取り

組みましたが、著者は、2 社の作成を支援する知的資産経営手法に関する専

門家として携わりました。 

平成 21 年度中小企業魅力発信レポート作成支援事業の目的 

 中小・小規模企業が必要な人材の確保等を行っていくにあたり、魅力ある

企業情報を発信するための「中小企業魅力発信レポート」の作成支援を行う

ことを目的とする。具体的には、企業の競争力の源泉である人材や技術、知

的資産、顧客ネットワーク等といった目に見えにくい経営資源（知的資産）

を明らかにし、事業展開における価値の創造や将来ビジョン等をとりまとめ

たレポートを作成し、これまで機構が培ってきた中小企業等の支援に関する

ノウハウ・ネットワーク等を活かしながら、効果的・効率的に事業を実施し

ていくもの。 

（出典：（独）中小企業基盤整備機構 平成 21 年 7 月「平成 21 年度中小企

業魅力発信レポート作成支援事業の概要」より） 
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株式会社開邦工業 

■はじめに：社長からのメッセージ・経営理念・経営方針 

 

１．企業概要 

はじめに

1

経営理念

経営方針

住み良い、豊かな環境を創る

●地球環境に奉仕する
●エンジニア集団を形成する
●仕事はより質の高い方に挑戦する
●仕事によって、人間的に成長する

私たち、開邦工業の経営理念は「住み良い、豊かな環境を創る」ことです。

大切な地球の環境を救い、守っていくことは、今を生きる人類最大のテーマではな

いでしょうか？ 開邦工業は、安心して暮らしていける豊かな「環境」を「いのち」と共

に次世代に引き継ぎ、未来の地球環境の向上を目指して、日々努力しています。

微力ながらも私たちのこの想いに暖かく、

そして厳しい御指導をいただけますようお

願い申し上げます。

代表取締役 玉寄 英一

 

 

２．事業概要（報告書割愛） 

 ○経営者から事業への想い、企業とし

ての使命、経営を行う上で大切にして

いる考え方や哲学などを読み手に対

するメッセージとして分かりやすく

訴求します。企業経営の基本となる経

営理念や経営方針についても明らか

にします。 

●「私たちは住み良い、豊かな環境を

求めつづけています。」というメッセ

ージに、環境整備事業に対する経営者

の創業から現在に至るまでの想いが

込められていて、経営理念では、想い

が理念として明確化されています。 

 

○企業概要は、代表者、所在地、資本

金、従業員数、売上高などの基本情報

と主要な事業の推移や経営上の取り

組みなどの沿革など、自社のプロフィ

ールをまとめます。 

○事業概要は、主要な事業の内容や仕

組み、扱い製品・商品やサービス、あ

るいは主要な取引先や顧客などを記

載します。 

●事業概要の報告では、公共施設等の

上下水道処理施設、火葬施設等の施設

管理（運転・保守・維持）、施設メン

テナンス、火葬施設や一般都市ごみ処

理施設の設計施工等の多岐にわたる

事業について、その特徴や独自の技術

や業務経験を示して紹介しています。 

 



pg. 12 

 

３－１．事業価値（自社の強み） 

 

 

 

 

 

 

 

○自社の知的資産を棚卸して、強みを

認識し掘り下げていきます。（＝＞ｐ

ｇ４～６：知的資産経営の進め方・ス

テップ１） 

●企画設計からアフターサービスま

での環境整備に関するトータルシス

テムの提供が、強みとして認識されて

います。業務のしくみそのものが他社

との差別性を生み出している要因と

なっていますが、それをもたらしてい

るのが、メーカーとして培ってきた高

い企画設計力と技術であることを明

らかにしています。 

●インターネットなどのネットワー

クの進展によりビジネスのスピード

が重視されているなかで、業界では画

期的なメンテナンス業務の受注シス

テムを構築して、顧客より高い評価を

得ています。次世代を担う若手経営幹

部のＩＴを活用した企画提案力が、シ

ステム化を成功させた力として捉え

られています。 

●本社と東京支社、各営業所、各現場

のネットワーク化により営業情報の

共有化を図っていることが、営業に活

かされています。 

●資格手当制度や売上高の１％を人

材育成を充てる方針、外部研修に加え

社長の高い技術力による現場での実

践教育などにより、学習する組織とし

ての人材力・組織力が醸成され、エン

ジニア集団を形成する無形の力とな

っています。 
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３－２．事業価値（自社の強みの構造） 

 

 

４．自社を取り巻く環境と自社のこだわり 

事業規模拡大にはこだわらず、あくまで当社の技術・ノウハウの強みを活かせる差別

化が可能な特定分野での展開を図ります。

こうした中で、当社は、３０年余の歴史で培ってきた環境整備の技術とノウハウの強み

を活かして、今後の市場の成長が期待できる次の3分野を重点事業として積極的に展開

して参ります。

●一般都市ゴミ施設のメンテナンス（バグフィルター交換工事を含む）

●火葬施設設計施工

●排水処理施設の運転管理業務

また、官から民への時代に対応した自治体の「長期包括運営委託」業務についても、

積極的に参入して参ります。

環境整備事業を巡る環境は、国内需要の伸び悩みや業界の競争激化、自治体の財

政難などの厳しい状況にある一方、地球温暖化や環境汚染、廃棄物処理といった課題

に対応した新しい技術やノウハウによる市場の成長が期待されています。

技術レベル

事
業
規
模

大手
メーカー

中 小 企 業

当社
ポ
ジ
シ
ョ
ン

４．自社を取り巻く環境と自社のこだわり

自社を取り巻く環境

自社のこだわり

これからの事業展開

9

年度

本数

 

 

 

○自社の強みがどのように自社の収

益力につながるかを明らかにする。

（＝＞ｐｇ７：ステップ２）自社のそ

れぞれの強みは、一連の事業活動のな

かで相互につながり関連して相乗効

果をもたらしています。 

●代表者能力、人材力、営業力、企画

提案力、組織力などの強みが相互につ

ながり関連して、メーカーとしての技

術、トータルシステム、ネット受注シ

ステムを生み出し、顧客価値と収益に 

結びついています。また、様々な強み

を生み出す根源として、エンジニアと

しての人材力と人材を育て確保する

組織のしくみが認識されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ＳＷＯＴ（経営環境）分析（ｐｇ   

４～６：ステップ１）、現在から将来 

までの事業展開（ｐｇ７：ステップ２） 

●自社を取り巻く経営環境の分析を

踏まえて、事業規模の拡大にはこだわ

らず、自社のこだわりの技術・ノウハ

ウの強みを活かせる差別化の可能な

特定分野での展開を図る戦略（業界・

市場での自社の立ち位置）を明らかに

しています。また、こうした経営環境

分析と自社のこだわりの戦略を踏ま

えて、これからの事業展開として、今

後の成長が期待できる分野における

重点事業を具体化しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



pg. 14 

 

５．将来に向けた価値創造 

                      

        

 

６．当社の使命と人材育成方針 

                  

 

 

○現在から将来までの事業展開（ｐ 

ｇ７：ステップ２）、経営方針を実 

現するために、知的資産を測定・評 

価する管理指標を用いて知的資産の 

「見える化」を図り、マネジメント 

する（ｐｇ８～９：ステップ３） 

●現在の強み（知的資産）をベース 

に、今後、獲得・拡充すべき強みを 

明確にして、将来ビジョン達成に向 

けた価値創造のストーリーが描かれ 

ています。 

●今後の知的資産の活用状況を測定

評価する管理指標（ＫＰＩ）を設定

し、今後の知的資産経営を実践する

ためのマネジメントツールとして活

用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「中小企業魅力発信レポート」の 

開示対象先である就職希望者は、企 

業の使命に共鳴でき、自らが成長で 

きる組織と人材育成のしくみを求め 

ていると考えられます。 

●企業の発展の原動力は、人材の成 

長にあるとの認識のもと、企業とし 

て人材育成に最も力を置いて、エン 

ジニア集団としての学習と成長を図 

る人材育成方針が示されています。 

○優れた技術やノウハウなどの企業 

の真の強みである知的資産を生み出 

す根源は、人材であり、今後も人材 

を大切にし、人材を育成・確保する 

仕組みづくりが期待されます。 
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株式会社三倉食品 

■はじめに：社長からのメッセージ・経営理念（報告書割愛） 

１．企業概要（報告書割愛） 

 

２．事業内容・事業価値（自社の強み）（報告書一部割愛） 

 

 

○扱い商品やサービス、顧客・取引先 

などの事業の特徴や、企画開発－＞仕 

入調達－＞製造加工―＞販売－＞物 

流・サービスといった業務の仕組みで、 

差別化を生み出している要因を明らか 

にして、自社の事業価値（強み）を把 

握・認識します。（＝＞ｐｇ４～６： 

知的資産経営の進め方・ステップ１） 

●「当社の原点・沖縄そばの製造・販 

売」では、「沖縄そば」の製造・販売 

に対する当社独自の「こだわり」が示 

されています。素材へのこだわり、製 

造方法へのこだわりが、「味・新鮮さ・ 

顧客ニーズ・安全」といった視点から 

示され、「沖縄そばづくり」への「こ 

だわり」が自社の強みであることを明 

らかにしています。創業から現在まで 

続く当社の原点として、一貫してメー 

カーとしての「こだわり」を貫くこと 

により、強みの蓄積が図られています。 

●「沖縄に特化したトータルフードサ

ービスの提供」では、沖縄そばの製造

販売を原点として、今日では、沖縄の

多様な食材を総合的に提供する卸・通

販業者として業容を拡大し、これまで

蓄積した仕入先・得意先・通販のリピ

ーター・直営店などの県内外に広がる

ネットワークが自社の財産（強み）と 

なっていることが示されています。 
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●「お客様のニーズに応える業務シス 

テム」では、食材は生き物でありスピ 

ードと正確さが求められることから、 

業務形態の効率化とシステム化に取り 

組み、多種多様な顧客の注文に対応で 

き、注文日の翌日には食材を届けられ 

る業務システムが示されています。従 

って、他社との差別化をもたらしてい 

る要因としては、顧客に対する新鮮な 

食材の迅速な提供、多品種少量注文へ 

の対応などが上げられますが、これを 

支えているのが、Ｗｅｂ・電話・ＦＡ 

Ｘなどを活用してＩＴと顧客との直接 

会話を上手に組み合わせた注文窓口な 

どの通販システム、「あらゆる手段を 

つくして新鮮食材を集める」ために、 

農連市場、中央卸売市場、農家と連携 

して、市場スタッフが深夜から早朝に 

かけて仕入れる仕組み、あるいは工場 

における深夜製造・朝出荷体制などの 

業務システムです。「システムはおい 

しい笑顔のために」というキーワード 

が示唆していますが、常に顧客の視点 

に立って、業務プロセスの効率化を進 

めてきた経営姿勢も、顧客の信頼や評 

価の元となっています。 

●顧客への提案力、商品開発力、製造 

力など当社は様々な強みを有していま 

すが、特質される強みとして「顧客開 

拓力」があります。卸売業としての飲 

食業などの得意先は、６００に及びま 

すが、特に県外においては、社長のト 

ップ営業などを通し、販売の現場に足 

を運び信頼を築いています。全国に広 

がる直接取引による販売ルートは、当 

社の大きな強みとなっています。 
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３．これまでの事業展開 

 

 

 

４．自社を取り巻く環境と新しいビジネスモデルの展開 

 

 

 

○過去から現在までの事業展開（ｐ 

ｇ７：ステップ２）強みの蓄積につ 

いて、過去から遡って検討します。 

●企業の歴史を創業期、成長期、発 

展期に大きく分けて、環境変化に対 

してどのように対応し、自社の強み 

を蓄積してきたかが示されています。 

●成長期では、いち早く県外の販路開

拓を積極的に行い、卸・通販業として

の強みの基盤を築いています。現在ま

での発展期では、3 代目の代表者のリ

ーダシップのもと、顧客開拓、業務効

率化を進め、事業実績を伸ばしていま

す。業界を巡る現状の厳しい状況下で

の業績の向上は、販売力などの強みを

活かした現在の勢いが感じられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○経営環境分析（ｐｇ４～６：ステ 

ップ１）、現在から将来までの事業 

展開（ｐｇ７：ステップ２） 

●自社を取り巻く経営環境の分析を 

踏まえて、将来に向けた価値創造の 

柱として、製造メーカーとして蓄積 

した強みを活かした新しいビジネス 

モデルによる「沖縄そば」の専門店 

の展開を打ち出しています。具体的 

には、沖縄の農産物を利用し、最近 

の生活者のニーズである「体に優し 

く美味しい食材開発」を進め、価格 

競争に巻き込まれない差別性を有す 

る店舗開発を行います。そのために、 

店舗マネジメントを担う人材の育成 

が重要課題として認識されています。 
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５．将来に向けた価値創造         

 

 

６．当社の使命と人材育成方針  

 

 

○現在から将来までの事業展開（ｐ 

ｇ７：ステップ２） 

●新しいビジネスモデルの展開を柱 

とした将来に向けた価値創造のスト 

ーリーが描かれています。現在の強み 

を活かしていくと共に、克服すべき課 

題（弱み）を認識し、今後、獲得すべ 

き強みを明らかにしています。農産物 

の安定調達体制構築や外部資源の強 

みも活用した開発能力の強化などに 

よる新商品開発、新店舗展開と、それ 

を支える組織力の充実や人材育成の 

強化、情報化の推進など、事業展開と 

組織の充実が一体となった取り組み 

が、今後の事業価値の創造のために不 

可欠となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●当社の使命として、「沖縄伝統の食 

文化を広げ、お客様の満足と楽しみと 

喜びを提供する」という経営理念をよ 

りどころとした、「沖縄の食文化を広 

げる伝道者」という将来ビジョンが明 

らかになっています。 

●企業使命を道標に、「全員参加経営 

を目指した学習組織づくり」と「自発 

的能力開発と問題発見・解決能力に富 

む人材育成」といった人材育成方針が 

示されています。当社は、代表者をは 

じめとして若い人材が多く、活力のあ 

る組織ですが、将来ビジョン達成のた 

めには、企画開発・製造・販売などの 

多様な分野における有能な人材の育 

成と従業員にとって魅力的な職場づ 

くりの推進が鍵となるとみられます。 

当社の使命や事業の可能性、人材育成 

方針などに共感し、魅力を感じる就職 

希望者との出会いが期待されます。 
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                おわりに                    

このレポートは、知的資産を活用して企業価値を高める取り組みについて紹

介してきましたが、沖縄の中小企業の「知的資産経営報告書」の取り組みを紹

介していくなかで、沖縄の中小企業こそが、知的資産活用の重要性に気付き、

それを有効に戦略的に活用していく必要があるのではないかという思いを強く

しました。そこで、おわりに代えて、知的資産活用の視点から、地域資源を活

用した沖縄の中小企業の取り組みについて少し考えてみたいと思います。 

 

１．「地域ブランド戦略」「地域資源の活用」「農商工連携」など、近年、全

国各地で地域資源を活用した取り組みが活発になり、これを支援する国・県な

どの様々な施策も実施されています。沖縄県は、日本唯一の亜熱帯の気候風土

と自然を有し、比較優位性を持つ観光資源と独自の農林水産資源に恵まれ、独

特の歴史と文化を承継した伝統産業資源を育んできました。素材や産品として

の地域資源は多様性に富み、「地域資源の宝庫」とも称されています。しかし

一方では、こうした有形の地域資源を活かしつつ、商品やサービスとして差別

化と付加価値をもたらしているのは、こだわりを尽くした技術や品質、地域で

受け継がれてきた独自な伝統的手法、地域特有の歴史や文化の香りや自然のイ

メージを商品に織り込み物語性を持つ魅力的な商品に仕上げる発想やアイデア、

あるいは魅せる創意工夫が凝らされた売り方、等々、多くの場合、無形の知的

資産の力であることは、しばしば見過ごされているのではないでしょうか。 

まずは、蔵の中で眠っているかも知れない自社の見えざる知的資産を、しっ

かりと認識し、掘り下げ、目に見える形にして正しく評価できるようにすれば、

自社の強みとしての知的資産の活用方法や強化方法も見えてくるのではないで

しょうか。概して、経営資源の乏しい沖縄の中小企業にとっては、むしろ持た

ざる者の強みとして知恵を活かす知的資産経営をこれからの成長のエンジンと

して位置づけ、あらゆる自社の強みを駆使して沖縄の地域資源の価値創造に向

けて取り組んでいくことが大切であるように思われます。 

 

２．今回、事例として紹介した株式会社開邦工業と株式会社三倉食品は、業種

業態も事業内容も全く違いますが、いずれも長い年月をかけて培った「こだわ

り」の大切さを示しています。株式会社開邦工業の場合は、離島県・海洋県で

ある沖縄で蓄積した環境整備に関する「こだわり」の技術・ノウハウです。一

方、株式会社三倉食品の場合は、「沖縄そば」の素材や製造方法への「こだわ

り」、地域農水産物活用への「こだわり」です。地域での事業活動や地域資源

に価値を見出し、それに「こだわり」を込めて取り組み付加価値を高めていっ

た結果が、知的資産の蓄積となり企業の強みとなっていると考えられます。 
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３．沖縄県の中小企業は、経営基盤が脆弱なこともあって、概してマネジメン

トに弱い点がみられます。知的資産経営を実践するためには、知的資産を「見

える化」して、マネジメントすることが不可欠となります。マネジメントの力

も知的資産です。地域資源を活用した事業展開についても、組織や人材、技術

やノウハウといった様々な知的資産をマネジメントする力が求められます。 

 

４．全ての知的資産の根源は人材ですが、多くの沖縄の中小企業は、人材難で

あることが現状であると思われます。際立った特徴を持ち、潜在的な可能性を

有する沖縄の地域資源を活かすことができるかどうかも人材次第となります。

従って、人的資産の充実が知的資産経営を実践していく上での最大の課題とな

ると考えられますが、自社の将来の価値創造を目指し、経営理念やビジョンを

明らかにし、働く人が魅力を感じ成長できる人材育成の仕組みづくりに取り組

むことが、優れた人材を確保するための求心力になると思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

兼次 日出男（かねし ひでお）：兼次経営情報代表、中小企業診断士、ＩＴコーディネ

ータ、中小企業事業再生マネージャー（ＮＰＯ法人金融検定協会認定）。 

☆大学卒業後、県内ＩＴ企業、（財）沖縄県産業振興公社で２０年間勤務を経て、独立。

公社では、国・県の公的制度資金、 県内中小企業の情報化支援・経営相談等の業務に従事。

☆平成１９年度・２０年度には、（独）中小企業基盤整備機構・沖縄地域支援事務所にて

地域資源活用プログラムや農商工連携支援に関するプロジェクトマネージャーとして携わ

る。☆平成２１年度より国立大学法人琉球大学・観光産業科学部の非常勤講師として「観

光業界の経営分析」の講座を担当。☆平成２１年度より（独）中小企業基盤整備機構「中

小企業魅力発信レポート」作成支援専門家として携わる。☆現在、経営戦略、経営革新、

ＩＴ活用のコンサルティングや中小企業向けセミナー・研修講師などを中心に活動。 

京都府では、知的資産経営を「知恵の経営」と称し、京都府の中小企業が「知恵の

経営」を推進するために、支援プログラムの実施、評価・認証事業、融資制度の創設

など様々な支援策を実施しています。 

知恵のチャレンジャーネットワーク（「知恵産業のまち・京都」ホームページより） 

～知恵をかけ合わせると新しいビジネスが生まれる～ 

京都のまちのものづくり。それは長い歴史のなかで、守るものと革新するべきものを

見極めながら、より付加価値の高い商品・サービスを新たに提案し続けることで発展

してきました。ニーズが多様化し、市場が成熟した現在、京都産業モデルが目指すの

は、「知恵産業」。それぞれの事業者が持つ有形無形の知恵。新しいビジネスを創造

するために、その知恵をジャンルの垣根を越えてかけ合わせていく場所、それが「知

恵のチャレンジャーネットワーク」です。 


